
 Ｘ ｉ サ ー ビ ス 契 約 約 款 の ⼀ 部 改 正 
 

[ 改 正 ] [ 現 ⾏ ] 
 

第１章〜第７章 （略） 
 
第 40 条 （略） 
 
（利⽤停⽌） 
第 41 条 当社は、契約者が次のいずれかに該当するときは、６か⽉以内で当社が定める期間（Ｘｉに係る料⾦その他の債務（この

約款の規定により、⽀払いを要することとなったＸｉに係る料⾦⼜は⼯事費若しくは割増⾦等の料⾦以外の債務をいいます。以下こ
の条、第 74 条の２及び第 77 条において同じとします。）を⽀払わないときは、その料⾦その他の債務が⽀払われるまでの間）、その
Ｘｉサービスの利⽤を停⽌することがあります。 
(1)〜(10) （略） 
(11) 警察機関がＸｉサービスを⽤いた犯罪を防⽌するために契約者回線の利⽤を停⽌する必要があると判断した場合であって、警

察機関から当社に対してその契約者回線に係るＸｉサービスの利⽤を停⽌する要請があったとき。 
２〜３ （略） 

 
第９章〜第 14 章 （略） 

 
料⾦表 
通則 （略） 
 
第１表 料⾦（国際アウトローミング利⽤料、無線ＩＰアクセス定額料及びその他のサービスの料⾦を除きます。） 
 第１ （略） 
 
 第２ 付加機能使⽤料 

１ （略） 
 
２ 料⾦額 

区      分 単   位 
料⾦額（⽉額） 

次の税抜額 
（かっこ内は税込額） 

（略） （略） （略） 

遠隔管理機能 
（あんしんマネージャ

ー） 

基本機能 
（略） （略） （略） 

タイプＤ 基本額（１契約ごとに） 250 円 (    270 円) 

（略） （略） （略） （略） 

 
第２表 （略） 
 
 

 
第１章〜第７章 （略） 

 
第 40 条 （略） 
 
（利⽤停⽌） 
第 41 条 当社は、契約者が次のいずれかに該当するときは、６か⽉以内で当社が定める期間（Ｘｉに係る料⾦その他の債務（この

約款の規定により、⽀払いを要することとなったＸｉに係る料⾦⼜は⼯事費若しくは割増⾦等の料⾦以外の債務をいいます。以下こ
の条、第 74 条の２及び第 77 条において同じとします。）を⽀払わないときは、その料⾦その他の債務が⽀払われるまでの間）、その
Ｘｉサービスの利⽤を停⽌することがあります。 
(1)〜(10) （略） 

 
 
２〜３ （略） 

 
第９章〜第 14 章 （略） 

 
料⾦表 
通則 （略） 

 
第１表 料⾦（国際アウトローミング利⽤料、無線ＩＰアクセス定額料及びその他のサービスの料⾦を除きます。） 
 第１ （略） 
 
 第２ 付加機能使⽤料 

１ （略） 
 
２ 料⾦額 

区      分 単   位 
料⾦額（⽉額） 

次の税抜額 
（かっこ内は税込額） 

（略） （略） （略） 

遠隔管理機能 
（あんしんマネージャ

ー） 

基本機能 
（略） （略） （略） 

   

（略） （略） （略） （略） 

 
第２表 （略） 

 
 



 
第３表 国際アウトローミング利⽤料 

１ （略） 
 

２ 料⾦額 
２－１〜２－２ （略） 
 
２－３ データ通信モードに係るもの 

２－３－１〜２－３－２ （略） 
２－３－３ Ｘｉユビキタスに係るもの 

１セッションごとに 
料 ⾦ 額  

１課⾦対象パケットごとに 0.2 円 
 

２－４ （略） 
 

第４表〜第６表 （略） 
 

別表１ （略） 
 
別表２ 付加機能 

種    類 提供条件 
１〜２9 （略） （略） 
30 遠隔管理機能（あんしんマネージャー） 
(1) 基本機能 

当社のインターネットホームページ等から、次のア⼜はイ
に定める機能のうち、契約者が選択した機能に係る操作
を⾏うことができる機能をいいます。 

ア〜ウ （略）  
エ この機能を利⽤している契約者（タイプＤを選択している

者に限ります。）は、次に定める機能を利⽤することができ
ます。 

(ア) おまかせロック設定機能 
第78条の４ (おまかせロック等) に規定するおまかせロ

ック及びに端末ロックに係る⼀部の操作を、その契約者が
他のＦＯＭＡ及びＸｉに係る操作と合わせて⾏うことが
できる機能をいいます。 

(イ) ドコモ接続設定機能 
特定端末設備において、sp モード機能及び第 74 条

（無線ＩＰアクセスサービスの利⽤等）に規定する無線
IP アクセスサービスに係る⼀部の操作を、その契約者が他
のＦＯＭＡ及びＸｉに係る操作と合わせて⾏うこと。 

(ウ) 電話帳設定機能 
特定端末設備において、当社が設置した電気通信設

備（当社が定めるものに限ります。）に保存されたデータ
の受信に係る操作を、その契約者が他のＦＯＭＡ及び

(1) （略）  
(2) 遠隔管理機能には、タイプＡ（i モード機能（14 欄に規

定するものをいいます。以下、この欄において同じとします。）
の提供を受けているものに限ります。）に接続されている当社
が定める端末設備（特定端末設備を除きます。）に限り利
⽤することができます。）とタイプ B（sp モード機能（8 欄に
規定するものをいいます。以下、この欄において同じとしま
す。）の提供を受けているものに限ります。）、moperaU機
能（2欄に規定するものをいいます。以下、この欄において同
じとします。）の提供を受けているものに限ります。）⼜は
（ビジネス mopera インターネット機能（４欄に規定するも
のをいいます。以下、この欄において同じとします。）の提供を
受けているものに限ります。）に接続されている特定端末設
備に限り利⽤することができます。）、タイプ C （i モード機
能、sp モード機能、moperaU 機能⼜はビジネス mopera
インターネット機能の提供を受けているものに限ります。）に
接続されている端末設備（当社が定めるもの（タイプ A ⼜
はタイプ B に係るものを除きます。）に限り利⽤することができ
ます。）及びタイプＤ （sp モード機能の提供を受けている
ものに限ります。）に接続されている端末設備（当社が定め
るもの（タイプＡ、タイプＢ⼜はタイプＣに係るものを除きま
す。）に限り利⽤することができます。）があります。 

(3)〜(4) （略）  

 
第３表 国際アウトローミング利⽤料 

１ （略） 
 

２ 料⾦額 
２－１〜２－２ （略） 
 
２－３ データ通信モードに係るもの 

２－３－１〜２－３－２ （略） 
２－３－３ Ｘｉユビキタスに係るもの 

１セッションごとに 
料 ⾦ 額  

１課⾦対象パケットごとに 0.5 円 
 

２－４ （略） 
 

第４表〜第６表 （略） 
 
別表１ （略） 
 
別表２ 付加機能 

種    類 提供条件 
１〜２9 （略） （略） 
30 遠隔管理機能（あんしんマネージャー） 
(1) 基本機能 

当社のインターネットホームページ等から、次のア⼜はイ
に定める機能のうち、契約者が選択した機能に係る操作
を⾏うことができる機能をいいます。 

ア〜ウ （略） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(1) （略）  
(2) 遠隔管理機能には、タイプＡ（i モード機能（14 欄に規

定するものをいいます。以下、この欄において同じとします。）
の提供を受けているものに限ります。）に接続されている当社
が定める端末設備（特定端末設備を除きます。）に限り利
⽤することができます。）とタイプ B（sp モード機能（8 欄に
規定するものをいいます。以下、この欄において同じとしま
す。）の提供を受けているものに限ります。）、moperaU機
能（2欄に規定するものをいいます。以下、この欄において同
じとします。）の提供を受けているものに限ります。）⼜は
（ビジネス mopera インターネット機能（４欄に規定するも
のをいいます。以下、この欄において同じとします。）の提供を
受けているものに限ります。）に接続されている特定端末設
備に限り利⽤することができます。）及びタイプ C （i モード
機能、sp モード機能、moperaU 機能⼜はビジネス
mopera インターネット機能の提供を受けているものに限りま
す。）に接続されている端末設備（当社が定めるもの（タイ
プ A ⼜はタイプ B に係るものを除きます。）に限り利⽤するこ
とができます。）があります。 

 
 
 
(3)〜(4) （略） 



Ｘｉに係る操作と合わせて⾏うこと。 
(エ) ブラウザ利⽤制限機能 

sp モード機能において、当社が指定する⽅法に限り情
報を受信できるようにすること。 

(オ) 遠隔初期化機能 
特定端末設備に記録されたデータを消去するための情

報を⾃動的に取得するために必要な情報を受信できるよ
うにすること。 

(カ) 遠隔カスタマイズ機能 
特定端末設備の機能制限等をするための情報を⾃動

的に取得するために必要な情報を受信できるようにするこ
と。 

(2)  追加機能 
この機能を利⽤している契約者（タイプ B、タイプＣを

⼜はタイプＤ選択している者に限ります。）は、閉域接続
機能（第 11 種接続装置（専⽤回線等接続サービス契
約約款に規定するイーサネット接続⽤に係るものであって、
当社が別に定めるものに限ります。以下この欄において同
じとします。）を介して、特定端末設備に係る遠隔管理
機能に関する操作を⾏うことができるようにする機能をいい
ます。）を利⽤することができます。 

(5) ドコモ接続設定機能及びブラウザ利⽤制限機能について
は、タイプ A に係るものは i モード機能、タイプ B、タイプＣ及
びタイプＤに係るものは sp モード機能の提供を受けている契
約者に限り、利⽤することができます。 

(6) 電話帳設定機能については、タイプ A に係るものは i モー
ド機能、タイプ B に係るものは sp モード機能、moperaU 機
能⼜はビジネス mopera インターネット機能、タイプＤに係る
ものは sp モード機能の提供を受けている契約者に限り、利
⽤することができます。 

(7) ⼀⻫同報機能については、タイプ A に係るものは i モード
機能、タイプ B に係るものは sp モード機能 moperaU 機能
⼜はビジネスmoperaインターネット機能の提供を受けている
契約者に限り、利⽤することができます。 

(8)〜(15) （略）  
(16) (15)によるほか、契約者（タイプ B 及びタイプ C の提供

を受けている者に限ります。）は、契約者回線に接続されて
いる端末設備について、アプリケーション（当社が定めるもの
に限ります。）の設定を⾏うことができます。 

(17) （略）  
(18) (17)の規定によるほか、契約者は、閉域接続機能を利

⽤するときは、当社が定める⽅法によりあらかじめ契約者識
別番号を登録していただきます。 

(19) 閉域接続機能を利⽤するときは、(18)の規定により登
録した契約者識別番号の数に応じて、料⾦表第１表第２
に規定する加算額の⽀払いを要します。 

(20) （略）  
（注）(20)に規定する当社が別に定めるところは、「あんしんマ

ネージャーサービス利⽤規約」に定めるところによります。 
 

 
別表３〜別表７ （略） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 (2)  追加機能 
この機能を利⽤している契約者（タイプ B ⼜はタイプＣ

を選択している者に限ります。）は、閉域接続機能（第
11 種接続装置（専⽤回線等接続サービス契約約款に
規定するイーサネット接続⽤に係るものであって、当社が別
に定めるものに限ります。以下この欄において同じとしま
す。）を介して、特定端末設備に係る遠隔管理機能に関
する操作を⾏うことができるようにする機能をいいます。）を
利⽤することができます。 

(5) ドコモ接続設定機能及びブラウザ利⽤制限機能について
は、タイプ A に係るものは i モード機能、タイプ B ⼜はタイプＣ
に係るものは sp モード機能の提供を受けている契約者に限
り、利⽤することができます。 

(6) 電話帳設定機能及び⼀⻫同報機能については、タイプ A
に係るものは i モード機能、タイプ B に係るものは sp モード機
能moperaU機能⼜はビジネスmoperaインターネット機能
の提供を受けている契約者に限り、利⽤することができます。 

 
 
 
 
 
(7)〜(14) （略）  
(15) (14)によるほか、契約者（タイプ B 及びタイプ C の提供

を受けている者に限ります。）は、契約者回線に接続されて
いる端末設備について、アプリケーション（当社が定めるもの
に限ります。）の設定を⾏うことができます。 

(16) （略）  
(17) (16)の規定によるほか、契約者は、閉域接続機能を利

⽤するときは、当社が定める⽅法によりあらかじめ契約者識
別番号を登録していただきます。 

(18) 閉域接続機能を利⽤するときは、(17)の規定により登
録した契約者識別番号の数に応じて、料⾦表第１表第２
に規定する加算額の⽀払いを要します。 

(19) （略）  
（注）(19)に規定する当社が別に定めるところは、「あんしんマ

ネージャーサービス利⽤規約」に定めるところによります。 
 

 
別表３〜別表７ （略） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
別表８ 国際アウトローミングに係る外国の電気通信事業者 

１ ２以外のもの 
 

地域 事業者名 利⽤できる通信の種類及び国際アウトローミング利⽤料の区分(通
話モード⼜は 64kb/s デジタル通信モードにより国際アウトローミングに係る電
気通信回線へ着信する通信に係るものを除きます。)に係るグループ 

通話モード 64kb/s デジタル
通信モード データ通信モード ショートメッセージ

通信モード 

南
・
北
ア
メ
リ
カ
地
⽅ 

（略） （略） （略） （略） （略） （略） 

ア
ジ
ア
地
⽅ 

（略） （略） （略） （略） （略） （略） 

オ
セ
ア
ニ
ア
地
⽅ 

（略） （略） （略） （略） （略） （略） 

ヨ

ロ
パ
地

⽅ （略） （略） （略） （略） （略） （略） 

 
別表８ 国際アウトローミングに係る外国の電気通信事業者 

１ ２以外のもの 
 

地域 事業者名 利⽤できる通信の種類及び国際アウトローミング利⽤料の区分
(通話モード⼜は64kb/sデジタル通信モードにより国際アウトローミング
に係る電気通信回線へ着信する通信に係るものを除きます。)に係るグル
ープ 

通話モード 64kb/s デジタ
ル通信モード データ通信モード ショートメッセー

ジ通信モード 

南
・
北
ア
メ
リ
カ
地
⽅ 

（略） （略） （略） （略） （略） （略） 

ア
ジ
ア
地
⽅ 

（略） （略） （略） （略） （略） （略） 

オ
セ
ア
ニ
ア
地
⽅ 

（略） （略） （略） （略） （略） （略） 

パ
地

⽅ （略） （略） （略） （略） （略） （略） 



ドイツ連邦共和国 

     

（略） （略） （略） （略） （略） 

（略） （略） （略） （略） （略） （略） 

ア
フ
リ
カ
地
⽅ 

（略） （略） （略） （略） （略） （略） 

ケニア共和国 

（略） （略） （略） （略） （略） 

Telkom Kenya Limited 

△７ - 
△Ａ 
△● 
△Ⅲ 

△ 

（略） （略） （略） （略） （略） （略） 

（略） 

（注）通信の種類のうち△印が付されているものについては、平成 29 年 4 ⽉ 30 ⽇までの間において提供開始予定であり、それぞれ 
提供が開始されたときにはインターネット等を利⽤してそのことを掲⽰します。 

 

２ （略） 

 
別表９ （略） 

 
附 則（平成 29 年２⽉ 23 ⽇経企第 1709 号） 

（実施期⽇） 
１ この改正規定は平成 29 年 3 ⽉１⽇から実施します。 
 （経過措置） 
２ この改正規定実施前に⽀払い⼜は⽀払わなければならなかったＸｉサービスの料⾦その他の債務については、なお従前のとおりとし

ます。 
 

ドイツ連邦共和国 

E-Plus Mobilfunk GmbH & Co.KG ５ ２ Ａ 

● 

Ⅱ 

○ 

（略） （略） （略） （略） （略） 

（略） （略） （略） （略） （略） （略） 

ア
フ
リ
カ
地
⽅ 

（略） （略） （略） （略） （略） （略） 

ケニア共和国 

（略） （略） （略） （略） （略） 

 

    

（略） （略） （略） （略） （略） （略） 

（略） 

（注）通信の種類のうち△印が付されているものについては、平成 29 年 3 ⽉ 31 ⽇までの間において提供開始予定であり、それぞれ 
提供が開始されたときにはインターネット等を利⽤してそのことを掲⽰します。 

 

２ （略） 

 
別表９ （略） 

 
 

 



 Ｆ Ｏ Ｍ Ａ サ ー ビ ス 契 約 約 款 の ⼀ 部 改 正 
 

[ 改 正 ] [ 現 ⾏ ] 
 

第１章〜第７章 （略） 
 
第 51 条〜第 52 条 （略） 
 
（利⽤停⽌） 
第 53 条 当社は、契約者が次のいずれかに該当するときは、６か⽉以内で当社が定める期間（そのＦＯＭＡサービスに関する料⾦そ

の他の債務（この約款の規定により、⽀払いを要することとなったＦＯＭＡサービスに関する料⾦⼜は⼯事費若しくは割増⾦等の料
⾦以外の債務をいいます。以下この条、第 88 条の４及び第 89 条において同じとします。）を⽀払わないときは、その料⾦その他の債
務が⽀払われるまでの間）、そのＦＯＭＡサービスの利⽤を停⽌することがあります。 
(1)〜(10) （略） 
(11) 警察機関がＦＯＭＡサービスを⽤いた犯罪を防⽌するために契約者回線の利⽤を停⽌する必要があると判断した場合であっ

て、警察機関から当社に対してその契約者回線に係るＦＯＭＡサービスの利⽤を停⽌する要請があったとき。 
２〜３ （略） 
 
第 5３条の２ （略） 

 
第９章〜第 14 章 （略） 

 
料⾦表 
通則 （略） 
 
第１表〜第３表 （略） 
 
第４表 国際アウトローミング利⽤料 
 

１ 適⽤ （略） 
２ 料⾦額 

２－１〜２－２ （略） 
 
２－３ パケット通信モードに係るもの 

２－３－１ （略） 
２－３－２ ＦＯＭＡユビキタスに係るもの 

１セッションごとに 
料 ⾦ 額  

１課⾦対象パケットごとに 0.2 円 
 

２－４ （略） 
 
第５表〜第７表 （略） 
 
 
別表１〜別表８ （略） 

 

 
第１章〜第７章 （略） 

 
第 51 条〜第 52 条 （略） 
 
（利⽤停⽌） 
第 53 条 当社は、契約者が次のいずれかに該当するときは、６か⽉以内で当社が定める期間（そのＦＯＭＡサービスに関する料⾦そ

の他の債務（この約款の規定により、⽀払いを要することとなったＦＯＭＡサービスに関する料⾦⼜は⼯事費若しくは割増⾦等の料
⾦以外の債務をいいます。以下この条、第 88 条の４及び第 89 条において同じとします。）を⽀払わないときは、その料⾦その他の債
務が⽀払われるまでの間）、そのＦＯＭＡサービスの利⽤を停⽌することがあります。 
(1)〜(10) （略） 

 
 
２〜３ （略） 
 
第 5３条の２ （略） 

 
第９章〜第 14 章 （略） 

 
料⾦表 
通則 （略） 
 
第１表〜第３表 （略） 
 
第４表 国際アウトローミング利⽤料 
 

１ 適⽤ （略） 
２ 料⾦額 

２－１〜２－２ （略） 
 
２－３ パケット通信モードに係るもの 

２－３－１ （略） 
２－３－２ ＦＯＭＡユビキタスに係るもの 

１セッションごとに 
料 ⾦ 額  

１課⾦対象パケットごとに 0.5 円 
 

２－４ （略） 
 
第５表〜第７表 （略） 
 
 
別表１〜別表８ （略） 

 



 
別表９ 国際アウトローミングに係る外国の電気通信事業者 

１ ２以外のもの 
 

地域 事業者名 利⽤できる通信の種類及び国際アウトローミング利⽤料の区分(通
話モード⼜は 64kb/s デジタル通信モードにより国際アウトローミングに係る電
気通信回線へ着信する通信に係るものを除きます。)に係るグループ 

通話モード 64kb/s デジタル
通信モード データ通信モード ショートメッセージ

通信モード 

南
・
北
ア
メ
リ
カ
地
⽅ 

（略） （略） （略） （略） （略） （略） 

ア
ジ
ア
地
⽅ 

（略） （略） （略） （略） （略） （略） 

オ
セ
ア
ニ
ア
地
⽅ 

（略） （略） （略） （略） （略） （略） 

ヨ

ロ
パ
地

⽅ （略） （略） （略） （略） （略） （略） 

 
別表９ 国際アウトローミングに係る外国の電気通信事業者 

１ ２以外のもの 
 

地域 事業者名 利⽤できる通信の種類及び国際アウトローミング利⽤料の区分
(通話モード⼜は64kb/sデジタル通信モードにより国際アウトローミング
に係る電気通信回線へ着信する通信に係るものを除きます。)に係るグル
ープ 

通話モード 64kb/s デジタ
ル通信モード データ通信モード ショートメッセー

ジ通信モード 

南
・
北
ア
メ
リ
カ
地
⽅ 

（略） （略） （略） （略） （略） （略） 

ア
ジ
ア
地
⽅ 

（略） （略） （略） （略） （略） （略） 

オ
セ
ア
ニ
ア
地
⽅ 

（略） （略） （略） （略） （略） （略） 

パ
地

⽅ （略） （略） （略） （略） （略） （略） 



ドイツ連邦共和国 

     

（略） （略） （略） （略） （略） 

（略） （略） （略） （略） （略） （略） 

ア
フ
リ
カ
地
⽅ 

（略） （略） （略） （略） （略） （略） 

ケニア共和国 

（略） （略） （略） （略） （略） 

Telkom Kenya Limited 

△７ - 
△Ａ 
△● 
△Ⅲ 

△ 

（略） （略） （略） （略） （略） （略） 

（略） 

（注）通信の種類のうち△印が付されているものについては、平成 29 年 4 ⽉ 30 ⽇までの間において提供開始予定であり、それぞれ 
提供が開始されたときにはインターネット等を利⽤してそのことを掲⽰します。 

 

２ （略） 

 
別表 10 （略） 

 
附 則（平成 29 年２⽉ 23 ⽇経企第 1709 号） 

（実施期⽇） 
１ この改正規定は平成 29 年 3 ⽉１⽇から実施します。 
（経過措置） 
２ この改正規定実施前に、⽀払い⼜は⽀払わなければならなかったＦＯＭＡサービスの料⾦その他の債務については、なお従前のとお

りとします。 
 

ドイツ連邦共和国 

E-Plus Mobilfunk GmbH & Co.KG ５ ２ Ａ 

● 

Ⅱ 

○ 

（略） （略） （略） （略） （略） 

（略） （略） （略） （略） （略） （略） 

ア
フ
リ
カ
地
⽅ 

（略） （略） （略） （略） （略） （略） 

ケニア共和国 

（略） （略） （略） （略） （略） 

 

    

（略） （略） （略） （略） （略） （略） 

（略） 

（注）通信の種類のうち△印が付されているものについては、平成 29 年 3 ⽉ 31 ⽇までの間において提供開始予定であり、それぞれ 
提供が開始されたときにはインターネット等を利⽤してそのことを掲⽰します。 

 

２ （略） 

 
別表 10 （略） 

 
 

 


